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 １．市民運動のうねりと
                     「デジタル公共圏」

今年5月から7月にかけて，ソウル中心部の
光化門，市庁舎前周辺では，夜になると連日
のように市民による大規模な集会や街頭デモが
行われた。一連の集会・デモは，参加する市
民達の多くが手にろうそくを持っていたことか
ら「ろうそく集会」と呼ばれ，最も大規模に拡
大した6月中旬にはその数は10万とも20万人と
もいわれる規模に膨れ上がった（主催者側推計
では70万人）1）。
「ろうそく集会」は，米韓自由貿易協定（FTA）

批准の前提条件としてアメリカ側が求めていた
米国産牛肉の輸入再開について，輸入制限を段
階的に撤廃していくことで米韓両政府が合意し
たことに端を発するものだった。合意に猛反発
した市民が5月2日に始めた集会は，日を追って
規模が拡大し，スローガンも「米国産牛肉の輸
入再開反対」「対米再交渉」から，今年2月に政
権を発足させたばかりの李明博（イ・ミョンバク)
大統領の退陣要求，弾劾要求へとエスカレート
していった。発足当初70%を超えていた大統領
の支持率はわずか数か月で20%を割り込むまで
に急落し，6月10日には首相以下16人の全閣僚

が辞意を表明する事態にまで発展した。「ろう
そく集会」自体は8月以降に収束に向かったが，
原油価格や食糧価格の高騰などの影響もあり
政治的混乱はなお続いている。
「ろうそく集会」は，近年の韓国における市

民運動の象徴的な形態である。例えば米軍装
甲車に女子中学生2人がひかれて死亡した事件

（2002年）や盧武鉉（ノ・ムヒョン）前大統領が
弾劾訴追された際（2004年）などにも，数多く
の市民が手にろうそくを持って大規模な抗議集
会やデモ行進を行った。本稿で注目したいの
は，この「ろうそく集会」に象徴される韓国の
市民的な政治文化に，放送，新聞，インターネッ
トといった各種のメディアが深く関わっており，
メディアと市民との間に独自のダイナミックな関
係性が生成している点である。
「ろうそく集会」には1990年代，またそれ以

前の韓国における市民運動とは異なる特徴があ
る。従来の運動が労働組合や大学生，市民活
動家等を主体とする組織的な政治運動・民主
化闘争という性格が強かったのに対し，「ろうそ
く集会」では参加者の裾野がはるかに広く，女
性や中学・高校生，また高年齢層など多様な市
民が参加している。特に今年の「ろうそく集会」
では，乳母車を押す母親や制服姿の中学生，

韓国における「デジタル公共圏」
～放送，ネット，市民の新たな関係性～
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サラリーマンやOLなどこれまで政治運動に縁
がないとされてきた広範な層の参加が新聞やテ
レビでも話題となった 2）。それは基本的に「非
暴力不服従」をコンセプトにした政治的な「イ
ベント」「パレード」のような性格を持っていた。

これら広範な層の市民達が参加した「ろうそ
く集会」は，インターネットや放送などのメディ
アに媒介されながら，その規模を拡大し運動を
深化させていった。参加者達は仲間との情報
交換や参加の呼びかけに携帯電話やパソコン
によるメールを利用し，集会の模様はビデオカ
メラ等によってネット上で生中継され，動画や写
真付きの投稿や記事がポータルサイトや放送局
のサイトに次々にアップされていった。こうした
なかで形成された，広範な層の市民らによる新
しい形態の政治社会的言論空間は，「デジタル
公共圏」とでも呼ぶべき性質を備えている。
「デジタル公共圏」において市民達は，パソ

コン，携帯電話，デジタルビデオカメラといっ
たデジタルメディア機器を巧みに使って情報の
発信・交換を行いつつ政治社会的意思形成を
行っていく。またそのプロセスにはインターネッ
トだけでなく放送や新聞などの従来型マス・メ
ディアも深く関わっている。そこには「マス・メ
ディアへの市民参加」といった
ステレオタイプな表現には収ま
りきらない，より動的で双方向
的な広がりを持ったマス・メディ
アと市民の関係性が存在してい
る。それと同時に「デジタル公
共圏」は，時として過度に先鋭
化・過激化するような傾向もあり，

「公共圏」として十分に成熟して
いないがゆえのある種の危うさ
をはらんでいるようにも見える。

本稿では，筆者らが今年8月上旬に韓国を
訪れてヒアリング調査を行った結果をもとに，
韓国における「デジタル公共圏」の成り立ちや
その背景，そして現状と意義などについて検討
し，デジタルメディアやデジタル情報機器が広
く普及した社会環境において放送と市民の関係
性が持ち得る新たな可能性や課題について考
察する。

  ２．「デジタル公共圏」を作る市民 
　                         ～ ①市民記者

韓国の「デジタル公共圏」は，まず何よりも
それを支える主体としての市民の存在抜きに理
解することはできない。「デジタル公共圏」にお
いて情報・意見を能動的に発信・交換する市民
とはどのような人達か，またその活動が放送や
新聞といったマス・メディアとどのような関わり
を持っているか，ここではまず，放送局で活動
する「市民記者」の事例から検討していく。
放送局で活動する「市民記者」

韓国で地上波の全国放送を行っている放送
局には，公共放送のKBSとEBS，半官半民の
MBCの三事業者があり3），ソウル地区のローカ
ル商業放送SBSも各地方局とのネットワーク化

「ろうそく集会」でソウル中心部の広場・道路を埋め尽くす市民達
撮影：ユ・ソンホ「オーマイニュース」記者（08年6月6日）
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により事実上の全国放送を展開している。この
うちKBS，MBC，SBSがいずれも市民記者制
度を設けている。市民記者制度は各局で運営
方法に若干の違いはあるが，一般市民が自らカ
メラやパソコンを使って取材・撮影・編集した
動画リポートやニュースを，各放送局のウェブサ
イト上で公開したり，放送に使用したりするとい
う仕組みである。MBCが最も早く2003年9月
にスタートさせ，その後KBSやSBSも2004年
以降に相次いで導入した。

そのうち質量ともに最も本格的に運営されて
いるのはMBCである。MBCでは現在全国で
約500人の市民記者が活動している。数か月ご
とに市民記者の募集が行われ，1次審査（書
類），2次審査（面接）を経て市民数十人が市
民記者として採用される。例えば21期目となる
08年4月の募集では35人が新たに市民記者と
なっており，スタート以来採用された市民記者
の数は830人に達した。市民記者になるのに
特別な資格は必要なく，活動を通じて「情報
民主主義を実現し，真理と正義に基づいて社
会状況への批判と監視機能を遂行する“草の
根情報”の役割を担う」4）という趣旨に賛同す
る者であれば，職業，年齢，学歴などは一切
問われない。実際，市民記者は大学生から主
婦，会社員，自営業者などさまざまな属性の
人達で構成されている。

市民記者になると最初に，取材，撮影，編
集の技能や知識，記者としての倫理などにつ
いての研修を受ける。研修を修了すると記者
章が与えられ，活動を開始する。市民記者が
制作するのは，動画，原稿のついたニュース
やリポートで時間は1 ～ 5分程度である。基
本的にナレーションの収録まですべて市民記
者自身が行い，完成品の形でMBCのインター

ネットニュース編集センターに送られる。これ
らはMBCの担当職員が内容等をチェックした
うえでHPにアップされる。ニュースやリポート
は1か月に50 ～ 60本程度制作されており，ス
クープなどニュース価値の高いものは地上波の
ニュース番組等でも放送されることがある。こ
れらのニュースやリポートはすべてデータベース
化され，MBCのHP上で過去にさかのぼって閲
覧することができるようになっている。
「草の根」の情報民主主義

このようなMBCの市民記者制度には幾つか
の注目すべき特徴がある。

第一に挙げられるのは，市民記者が制作
するニュースやリポートの多くが地域社会やコ
ミュニティに関連する時事的な問題やテーマを
扱っている点である。MBCの市民記者制度は
そもそもMBC本体の取材網ではカヴァーしき
れない問題を地域の市民の力で掬い上げてい
くこと，そしてそうした活動を通じて「草の根」
からの情報発信，情報空間の民主化を実現し
ていくことを目指している。

例えば市民記者の一人ノ・ヨンレさんが，2
年前に制作した地域のゴミ焼却場建設問題に
関するリポートは，地域住民側に立って踏み込

ノ・ヨンレさん

MBC市民記者

第1期からすでに
5年間市民記者を
務め，ソウル地
区の市民記者達
の取りまとめ役
でもある
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んだ取材をしたことで大きな話題となった。こ
れは京畿道ナムヤンジュ市郊外でのゴミ焼却
場の建設計画をめぐって市当局，建設会社と
住民との間で対立が生じた問題で，ノ・ヨンレ
さんは，工事を強行しようとする建設会社側と
約1,000人の住民が激しく衝突し多くの負傷者
が出る様子を克明に撮影，この事件関連だけ
で関係者へのインタビューなどを含め10本以
上のニュース，リポートを制作している。

映像は衝突現場の目前で撮影されており，
50人以上の住民が負傷をして病院へ搬送され
る様子や，そうした状況を警備に当たっていた
機動隊がただ見守っている様子などが生 し々く
捉えられていた。ノ・ヨンレさん自身が巻き込
まれて負傷しながら撮影した映像やリポートは
MBCのニュースでも放送されたほか，インター
ネットでも話題となり，討論コミュニティサイト

「ダウム」ではアクセス1位を記録，インターネッ
トユーザーの間でも広く話題を呼んだという。
ボランタリーな活動と組織

第二の特徴は，こうした市民記者の活動が
すべて無償で行われている点である。例えば
同じように市民記者制度を運営しているKBS
の場合，制作したニュースやリポートが地上
波で放送された場合には1本当たり30万ウォ
ン（約3万円）の謝礼が支払われるが，MBC
では取材費，制作費を含め一切が無償であ
る。新人研修においても，機材や教材，施
設などはMBCが提供・負担するが，講師の
多くはベテランの市民記者であり，研修プロ
グラム自体も市民記者が考案する。そこには
市民記者が活動するための枠組み，プラット
フォームはMBCが提供するが，活動自体は
市民記者によって主体的に運営されていくべ
きだという基本的な発想がある。そのため，

MBCの場合，MBCと市民記者との「縦の関
係」よりも，市民記者同士の「横の関係」が
重視されている。

例えば市民記者達は，各地域単位のグルー
プ（＝地域チーム）や，採用時だけでなく定
期的に実施される研修を担当するグループ（＝
教育チーム）などに分かれ，全国規模の組織
を構成している。そして地域ごとに定期的な
会合を開いたり，自主的な研修活動を行った
りしている。またMBCのHP上には市民記者
達だけが入ることのできる意見交換サイトが
設けられ，チャット機能のあるこのサイト内
で，市民記者達は情報や意見を交換したり，
自分達の制作したニュースやリポートに対する
感想を書き込んだりするようなやりとりが活発
に行われている。

MBCの市民記者制度の責任者であるキム・
デヨル室長は，こうした「横の関係」を重視す
る運営の仕方こそが，制度が成功しているポイ
ントであるとして次のように言う。
「すべてが無償のボランタリーな活動であり，

市民記者が作る組織がうまく機能した結果，一
人一人の市民記者に責任感と言論活動を通じた
社会変革へのやりがいが生まれました。そして，
地上波の番組の多くが似かよってきているとい
う批判が多いなかで，市民記者達は地上放送
が普通は扱わない草の根情報を社会に発信で
きているのです。」5）

市民記者制度の背景

放送局によるこうした本格的な市民記者制
度の成功例は世界的にも類例がないが，その
背景に1987年の民主化以降，韓国社会で進め
られてきたメディア改革と，そのなかで顕著に
なった市民による積極的な政治社会的言論活
動の展開があったことは無視できない。
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韓国では朝鮮日報，中央日報，東亜日報
の三大紙が民主化以降も保守政党寄りのスタ
ンスを取り，KBSやMBCなどの地上放送局
も時の政権の意向や干渉にさらされやすい体
質が常に問題視され批判の対象となってきた。
一般市民が株主となって作った国民基金を基
盤にした「ハンギョレ新聞」の創刊や，1980
年代後半以降盛んになったKBSの受信料支
払い拒否運動などはそうした事情を反映した
ものである。

また，既存のマス・メディアに対して抜きが
たい不信感を持つ市民達は，1990年代後半以
降急速に普及・浸透したインターネットを利用し
た市民討論サイトや，市民参加型のインターネッ
ト新聞などを作り出していった。6万人以上の
会員（市民記者）を擁し，2002年の大統領選
で盧武鉉政権を誕生させた原動力ともいわれる

「オーマイニュース」や「プレシアン」などはその
代表例であり，ネット上の市民（ネティズン）達
は，既存の政治組織やマス・メディアに対抗で
きるだけの規模と専門性，影響力を持つネット
ワークを形成していった 6）。

こうして「韓国ほど言論に関する市民運動が
活発な国もほかにはないだろう」7）といわれる
状況のなか，新聞や放送など既存マス・メディ
アにも民主化の圧力がおよんでいく。放送業界
では，とりわけ金大中（キム・デジュン）政権
の時代（1998 ～ 2003）に制度改革の動きが顕
著になる。そして，その集大成とも言える「2000
年放送法」は「視聴者主権」を前面に打ち出す
ものであった 8）。放送事業者による「視聴者委
員会」の設置の義務づけ，放送で事実誤認や
名誉棄損などの被害を受けた市民による反論
権（＝「反論報道請求権」）の保障，そして放
送への市民の直接的な参加を促すものとして公

共放送 KBSに対して放送を義務づけた「パブ
リック・アクセス番組」9）などに象徴される，こ
の「2000年放送法」は「民主化」という見地か
らすると世界でも最も先進的なものである。

各放送局が行っている市民記者制度は，
法制度的な基礎づけこそないものの，こうし
た放送の民主化という流れの延長上で実現し
たものと言える。また同時に「オーマイニュー
ス」などのインターネット市民新聞の台頭に危
機感を持った放送局が，市民・視聴者との関
係性を強化することを意図して実施し，定着
させつつある試みとしても理解することがで
きるだろう。

３．「デジタル公共圏」を作る市民
                   ～ ②討論する市民達

放送への市民参加という観点では，「市民記
者制度」や「パブリック・アクセス」以外にも注
目すべき試みがある。市民が番組に直接出演
して専門家らとの討論を行う討論番組である。
その代表的な例が MBCの市民参加型討論番
組『100 分討論』である。
MBC『100 分討論』

MBCの『100分討論』は，1999年10月にス
タートした人気討論番組で，番組タイトルどおり
放送時間は約100分，時によって2時間，3時
間におよぶこともある。2005年6月からは市民
参加型の番組となり，毎回12人の市民が討論
に加わっている。放送は毎週木曜日の深夜12
時10分からで，深夜帯の放送にもかかわらず
視聴率は平均3 ～ 5%とかなり高くなっている。
表1は，今年4月から7月までの期間に，同

番組が取り上げたテーマである。番組では，そ
の時々の時事的な問題を取り上げるため，この
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時期には「ろうそく集会」で問題になった米国
産牛肉の輸入問題や，「ろうそく集会」の在り方，
また李明博政権の対応などのテーマを多く扱っ
ていることが分かる。番組ではMBC出身の著
名なジャーナリストであるソン・ソッキ氏（誠心
女子大教授）が司会を務め，当該テーマに関す
る5 ～ 6人の専門家，有識者や政治家等に加
え，12人の市民が出演して討論を行う。

出演する市民は「市民論客」と呼ばれてい
る。「市民論客」の特徴は公募によって選ばれ
る点である。採用されると3か月の任期の間，
原則として毎週番組に出演して討論に参加す
る。公募には，人気番組だけに毎回10 ～ 15
倍の市民が応募するという。選考は，書類審
査から2次にわたる面接を通じて行われ，年齢
や性別，職業などでのバランスに配慮するほ
か，時事問題への関心や，論理的な発言能力
の有無などによって採否を判断する。これまで
に市民論客になった市民は10 期，122人にお

よんでいる。男女比はおおむね6対4で男性が
やや多く，大学生・大学院生が50%，社会人
が50%といった割合だという。
番組が媒介する市民同士のコミュニケーション

番組では，パネリストと市民が激しく白熱し
た討論を展開するが，特に目立った活躍をした
市民論客は，その後，新聞や雑誌などその他
のメディアでも論説を書いたりインタビューを受
けるなどして一時的な「有名人」になることが珍
しくない。また，市民論客になる大学生・大学
院生には放送や新聞などマス・メディアへの就
職を志望する者やジャーナリスト志望者が多く，
実際に，これまでに10人ほどの学生が放送局
や新聞社等へ就職しているという。

そして注目すべきなのは，「市民記者制度」
同様，市民同士が番組を媒介にして，緊密な
コミュニケーションを行っている点である。例
えばこれまでに市民論客として活動した122人
の市民達は，MBCが作ったネット上のコミュ
ニティで番組内容等について活発な意見交換
や情報交換を行っている。『100 分討論』では，
放送日の2日前までに番組で取り上げるテーマ
が告知されるが，市民論客達は当該テーマに
ついての資料を事前収集し，問題の背景や解
決策，そして番組での発言内容や質問内容な
どについて市民同士がオンライン，およびオフ

4.3 総選挙の戦略，選対委員長に聞く
4.10 保守派の圧勝，18 代国会は？
4.17 ニュータウン論争，その真実とは？
4.24 サムスン事件，その本質と影響は？
5.1 親日論争，歴史の復古か自殺行為か？
5.8 米国産牛肉，安全なのか？
5.15 韓米 FTA に関する論争
5.22 李明博政権 3 か月，問題は，解決策は？
5.29 ろうそく政局，18 代国会に活路は？
6.5 李明博政権の 100 日，政策は，民心は？
6.12 再交渉とろうそく政局の行方
6.19 李明博政権とろうそく集会，どこに向かうのか？

6.26 ろうそくとインターネット，集団知性か，世論
の歪曲か

7.3 ろうそく，消すべきか，灯すべきか？
7.10 ろうそくの中での韓国経済，危機なのか？
7.17 試練に立つ実践外交
7.24 営利病院，医療の先進化か，商業主義化か？
7.31 インターネット対策，世論統制か？

表1　『100 分討論』のタイトル（08 年 4月～7月） 『100 分討論』のスタジオ
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ラインで議論を重ねていく。また番組終了後
にも，市民達は放送内容やその反響等につい
て，ネット上のコミュニティやオフ会などで意
見交換をする。

さらに，市民論客の番組での活動は，イン
ターネット上でも広く話題を呼んでいる。人気
ポータルサイト「ダウム」の中の討論コミュニ
ティサイトには『100 分討論』に関する専門サイ
トが設けられ，番組について，また番組での
市民論客の発言などについて一般のネットユー
ザー達が活発な意見交換を行っている。

こうしたネット上での幅広い議論を可能にし
ているのは，MBCによるネット上でのVOD
サービスである。『100 分討論』はMBCのサイ
ト上で過去の放送分を含めすべての回を無料
で視聴することができる。また，それだけでな
く出演者の発言内容はすべてテキスト化されて
公開されており，ユーザー達が容易に参照でき
る。こうしたサービスは大学の授業などでも利
用されるなど，市民の幅広いコミュニケーショ
ンに利用されている。
参加者達の政治・社会意識の変化

ところで市民達はなぜ，どのような動機で，
こうした討論番組に参加するのだろうか。また
番組で自らの意見を表明するという体験は彼ら

に何をもたらしているのだろうか。今回筆者ら
が行った市民論客へのインタビュー結果で最も
興味深かったのは，彼らが異口同音に『100 分
討論』の経験によって，政治や社会，メディア
に対する意識や考え方に変化が生じたと回答し
ている点である。

例えば，会社員のゾ・ナムクォンさん（男性，
35歳）は，もともと社会問題に対する関心が高
かったが，市民が自らの意見を広く表明する方
法はインターネットしかなく，強い影響力を持つ
放送への参加に興味を抱いたという。そして番
組に出演することによって，政治的，社会的な
事柄に対する「参加意識」を強く持つようになっ
たとしている。大学院生のイ・ユンキュンさん（女
性，25歳）も，番組での経験によって，社会
や政治に対して市民としての「責任感」を以前よ
りも強く持つようになったとして次のように言う。
「韓国でも，政治に対して悲観的で，自分一

人の意見で世の中が変わるはずがないと考える
学生は少なくありません。しかしパネリストの意
見を聞いたり，市民として意見を述べたりするこ
とによって，少しずつでも社会を変えられるかも
しれないという意識を持つようになりました。」

また，貿易関係の会社を経営しているベ・ドゥ
ソンさん（男性，49歳）は，以前から時事問題
には関心があったものの，『100分討論』を毎回
見るほどの熱心な視聴者というわけではなかっ
たという。しかし，討論番組の経験を通じた自
らの変化として，他人の意見に耳を傾けたり，
受け入れたりすることができるようになったとい
う点を挙げる。
「個人個人の知識には限界があること，自分

が無知であることがよく分かりました。そして他
人の意見を自分の意見として吸収したり，相手
の意見を尊重して自分の主張を曲げたりするこ

イ・ヨンベさん

MBC『100分討論』
プロデューサー

「目先の視聴率に
とらわれず，市民
と共にアジェンダ
セッティングの中
心的役割を果た
していきたい」と
語る
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とが増えました。政治家は党利党略のために自
分達の意見を最後まで曲げることはありません
が，市民は違うのです。」

このように市民の放送への参加が，市民の主
義主張，意見の放送への反映を通じた放送の
多様化をもたらしているだけでなく，市民の側
の政治意識や社会意識においてもさまざまな変
化をもたらしている点は，極めて興味深い。

  
  ４．放送とネットの有機的連動

市民記者の活動や市民参加型の討論番組
は，それぞれが閉じた活動なのではない。す
でに触れたように市民記者が制作するニュース
やリポート，市民論客達による討論番組での発
言などは，ネット上でも広く話題を呼び，さまざ
まな水準での市民的コミュニケーションを媒介
している。そして放送，新聞といったマス・メディ
アとネットとがダイナミックな相互作用を繰り返
しながら，「デジタル公共圏」を形成していく。

そうした相互作用を象徴する「現場」と言え
るのが，ネット上の人気ポータルサイトの中の
討論サイト「アゴラ」と，個 人々の市民達による

“ネット放送”サイトである「アフリカ」である。
ネット上の討論サイト「アゴラ」

「アゴラ」は韓国でも有数の人気ポータルサイ
ト「ダウム」の中に設けられた討論コミュニティ
サイトである。「ダウム」は検索機能や各メディ
アのニュースなどが閲覧できるサイトなどを持つ
一般的なポータルサイトであるが，「ろうそく集
会」の拡大に伴ってアクセスが急増し，4月下旬
に一週間当たり約7億回だった閲覧回数は6月
には約11億回にまで増加した 10）。この急増の
要因として注目を集めたのが「アゴラ」である。
「アゴラ」はギリシャ語で「広場」を意味し，

古代ギリシャにおいて都市の中核を成すと同時
に直接民主主義の舞台であったことはよく知ら
れている。「ダウム」の中の「アゴラ」もまさにそ
うした市民同士の討論やコミュニケーションの場
として機能し，「デジタル公共圏」の中核的な位
置を占めている。「アゴラ」では，「ろうそく集会」
の動向が逐次，写真や動画を伴ってアップされ，
そこに多くの市民達が自分の意見を書き加え，
活発な議論が展開された。「ろうそく集会」は，
この「アゴラ」抜きには成立し得なかったとも言
われ，金大中元大統領は「アゴラ」を媒介にし
た「ろうそく集会」について，「世界の歴史上，
初めてインターネットや携帯電話による直接民主
主義が実現した」と高く評価 11），逆に政府当局
はその影響力の大きさに警戒感を強めてきた12）。

「アゴラ」が媒介したマス・メディアと
ネットの間の論争

この「アゴラ」が「デジタル公共圏」において
果たしている機能を象徴的に物語る事例があ
る。新聞と放送，そしてアゴラの市民達がひと
つの情報をめぐって激しい議論を展開した事例
である。

きっかけは保守系三大紙のひとつ，東亜日
報が「ろうそく集会」について報じた新聞記事
であった。7月1日付の同記事は，ソウル市中
心部のソンパ区ムンジョン洞で，連日開かれる

「ろうそく集会」が原因で交通が麻痺状態とな
り，また消費者心理が委縮した結果，商店街
全体の売り上げが80%も減少していると報じ，

「早く終わらせて欲しい」という地元商店会の
副会長の談話を紹介した。

この記事の信憑性について同じムンジョン洞
に住む大学生のキム・キハンさん（男性，25歳）
が疑問を持った。もともと「ろうそく集会」に
対して批判的なスタンスを取っていた東亜日報
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による中傷記事ではないかと考えたのである。
キムさんは，自ら地元の商店街の15店舗を訪
問しアンケート調査を行った。アンケートでは，
協力を得られなかった2店舗を除くほとんどの
店主が，「ろうそく集会」と売り上げ減少の間に
は因果関係はなく，もともとこの時期は閑散期
で例年売り上げは伸び悩むという趣旨の証言を
した。キムさんは，この結果をそれぞれの商
店の実名入りで「アゴラ」に公開した。そして

「不特定多数の人に大きな影響をおよぼす可能
性のあるマスコミにとって自制心と信頼性が何
よりも重要であり，この記事は大変危険なもの
である」として東亜日報を批判した。

キムさんの調査結果はネットユーザーの間で
大きな反響を呼んだ。そして「ろうそく集会」を
支持する立場を取るMBCがこの一件をニュー
ス番組で取り上げた 13）。「朝鮮日報・中央日報・
東亜日報VSネティズン」と題されたこのニュー
スリポートでは，キムさんのインタビューも交え
て東亜日報の記事が誤報であると批判した。こ
れに対し，新聞社側も応戦，朝鮮日報はMBC
が事実を検証することなく一市民の証言のみを
信用して報道しているとMBCを批判，その後
各社は当該地域を対象に独自調査を行うなどし
て激しい非難合戦を展開していった。

この一件の真相について，ここで検証する
ことはできないし，それは本稿の目的でもな
い。また，現在の保守政権寄りの三大紙と革
新政党寄りのKBSやMBCといった放送との
間に長く確執が続き，埋めがたい溝が生じて
いるという韓国独特のメディア状況を踏まえな
ければ事態を見誤る危険性もある。実際，こ
の件以外でも朝鮮日報，中央日報，東亜日報
の三大紙とKBS，MBCは「ろうそく集会」に
関する報道姿勢等をめぐってことごとく対立し

ているからだ 14）。
しかしこの一件は，放送，新聞，ネットと

いった各メディアの間で情報が動的かつ多層的
に循環していること，そしてその循環の軸とし
て市民の政治社会的言論活動が存在している
状況を端的に示すものである。現在の韓国の
言論空間においては，さまざまなメディアの間
を横断的に活動する市民の存在が極めて大き
な意味と重みを持つようになっていると言える。
ネット向け“個人放送局”「アフリカ」

「アゴラ」同様，インターネットと既存マス・
メディア，そして市民の関係性を考えるうえで
重要なもうひとつの「現場」が，インターネット
上で個々の市民が「生放送」を行うサイト「ア
フリカ」である。
「 アフリカ」は， ネット関連の 通 信企 業

NOWCOMが3年前から運営するサイトで，多
くの市民が「ろうそく集会」の模様を生中継した
ことで注目を集めた。このサイトを利用して「個
人放送」を行う市民達は“BJ”（＝Broadcasting 
Jockeyの略）と呼ばれ，BJ達はパソコンに接
続したビデオカメラで撮影した映像を，インター
ネット経由で「アフリカ」のサーバーへ送信，
ユーザー達は「アフリカ」のサイト上で市民達の

市民のデモを伝える生中継画面

NOWCOMの運営サイト「アフリカ」より
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「生放送」を視聴する。BJ達は通常，趣味やゲー
ムなどについての情報を共有するためにこのサ
イトを利用しており，「視聴者」は10 ～ 20代の
男性が中心で約2,000人程度のBJ達が日常的に

「放送」を行い，1日当たり10 ～ 15万人程度が
視聴している。

今年5月以降，「ろうそく集会」が活発化する
と市民達は，この「アフリカ」の放送機能に注
目，次 と々「ろうそく集会」の生中継を行いはじ
めた。そして多い日には1日に1,000人を超える
市民達が「アフリカ」を利用して「ろうそく集会」
の模様をさまざまな角度・場所から生中継し，
それを約100万人のネットユーザー達が視聴す
るまでになっていった。
「ろうそく集会」の生中継は，集会の拡大に

非常に大きな役割を果たした。多くの市民達は
「アフリカ」での生中継を視聴しながら，リアル
タイムで集会の状況を知り，サイト内のチャット
機能を使いながら情報や意見を交換した。そ
して例えば警官隊とデモ隊が衝突し，警官隊
に市民が暴力を振われるシーンなどは瞬く間に
ネット上を流布し，それを見たネットユーザー
達が新たに集会やデモに加わりはじめるといっ
た循環が生まれていった。この「アフリカ」を
運営するNOWCOMのキム・ジンソク事業本部
長は，筆者らのインタビューに対し，市民達は

「アフリカ」を通じてオフラインとオンラインの双
方で集会に参加しているのだと指摘した。
「昔のデモは単純にその場にいる者しか参加

できませんでしたが，『ろうそく集会』ではほと
んどの参加者がメディア機器のユーザーですか
ら，ある人は集会の模様を生中継し，ある人は
市民記者としてリポートし，またある人はそうし
た情報や映像を通じてオンライン上で集会に参
加することができるのです。」

「アフリカ」を通じた運動の過激化

「ろうそく集会」は，その拡大とともに緊張の
度合いも高まり，三大紙が盛んに報じたように，
参加者の一部には警察車両を破壊したり，火
炎瓶や鉄パイプなどを持って機動隊と衝突した
りするなど暴力化，過激化していく傾向が見ら
れた。そして，そうした市民の行動にも「アフ
リカ」が介在していた。それを象徴する事件が
6月10日に起こる。「アフリカ」を中心とした「生
放送」のサイトが媒介した一種のサイバーテロ
的な事件である。

事件は「ろうそく集会」が最大規模に膨れ上
がっていた6月10日の午後8時30分過ぎに起
きた。韓国の大統領府青瓦台のHPサーバー
が突然ダウン，またほぼ同時刻に，与党ハンナ
ラ党のサイトもダウンしたのである。これは「ろ
うそく集会」を主導する司会者の一人が「オンラ
イン・オフラインの共同行動により，我々の意
志を見せよう」と参加者達に呼びかけ，青瓦台
とハンナラ党のHPに抗議の書き込みをするこ
とを提案したことによる。「ろうそく集会」の生
中継を見ていた市民達は，この呼びかけに応じ
て一斉に青瓦台とハンナラ党のHPにアクセス，
わずか数分で2つのサイトがダウンしてしまった

キム・ジンソクさん

NOWCOM事業本部長

「我々はあくまでプ
ラットフォームの
提 供 者。 市民 達
の表現の自由を尊
重したい」とキム
さんは語る
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のである。青瓦台のサイトは200万人が同時ア
クセス可能な設計になっているとされ，それが
事実だとすれば，少なくともこの時200万人以
上が同時にアクセスしたことになる15）。

その6日後の6月17日，「アフリカ」を運営す
るNOWCOMのムン・ヨンシク代表が突然ソウ
ル中央地検によって逮捕・勾留される。容疑
はネット上でデータ保存ができるオンラインスト
レージと呼ばれる同社のサービスが著作権違
反に当たるというものだったが，NOWCOM側
は「検察の職権を乱用した過剰・別件逮捕」
だとする非難声明を出し，「ろうそく集会の拡
大を防ごうとする当局の政治介入だ」と主張し
た。その後，同代表は保釈されたが，この一
件は6月10日の事件が政権を大きく動揺させる
ものだったこと，そしてそこに「アフリカ」など
が媒介する「デジタル公共圏」における市民の
言論活動が深く関わっていたことを何よりも雄
弁に物語っていると言える。

  ５．考察
以上みてきたように，韓国においてはデジタ

ルメディアとデジタル情報機器の普及・浸透を
背景に，市民達は「デジタル公共圏」を舞台に
した活発な言論活動を展開している。そしてそ
こから生まれる世論や社会的意思は，もはや
支配的な政治権力が無視できないほどの規模
と影響力とを持つに至っている。「デジタル公
共圏」は，既存のマス・メディアにとってどのよ
うな意味を持つのだろうか，また政治的，社
会的にはどのような意義や可能性，そして課題
があるのだろうか。最後に「デジタル公共圏」
の特徴を整理しながらその可能性や課題につ
いて幾つかの角度から考えてみたい。

ネットとマス・メディアの協働

「デジタル公共圏」の第一の特徴は，すでに
本稿でも何度か指摘してきたとおり，ネットに
おける言論空間とマス・メディアにおけるそれ
との間に密接な相互作用が存在しており，そ
の相互作用のなかで「デジタル公共圏」が成立
している点である。

これまでインターネットとマス・メディアは，
そのジャーナリズム的な機能についてしばしば
二項対立的な図式において理解されてきた。巨
大産業化し体制内化した既存マス・メディア対
市民による体制批判的なジャーナリズムという
対立図式である。例えば，玄武岩『韓国のデジ
タル・デモクラシー』は，「オーマイニュース」や

「プレシアン」などに代表されるインターネット市
民新聞等の台頭を，あくまでも「ピラミッド型の
ヒエラルキー構造をなすトップダウン型」のマス・
メディアに対する「自発的で水平的なネットワー
ク」の勝利と位置づける16）。

確かに韓国において，また他の諸国におい
ても，インターネットとマス・メディアの間にあ
る種の緊張関係や対抗関係が存在することは
事実である。しかし韓国の「デジタル公共圏」
が示しているのは，むしろ市民的な言論空間
がインターネットのなかだけで完結するのでな
く，新聞，放送，インターネットの間の相互作
用にこそ基盤を置き，市民達がそのなかでメ
ディアやプラットフォームを選ぶことなく横断的
に情報や意見を発信することで多層的な公共
空間を作り上げていくという新しいメディア実
践の可能性なのではないか。インターネットと
デジタル情報機器の普及は市民のそのような
活動を容易にし，また市民とマス・メディアの
間の対立図式の再生産を解消させるポテンシャ
ルを持っていることを，韓国の「デジタル公共
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圏」は示しているのではないか。
メディア環境が急激に変化し，既存マス・メ

ディアの社会的影響力の相対化が指摘される
なか，放送がその活動を通じて公共的な空間
を作り出していくという「放送の公共性」論は
急速にそのリアリティと内実とを失いつつある
ように見える。そうしたなかで，今問われるべ
きなのは，放送や新聞といったマス・メディア
がそれぞれ単独で公共的役割を遂行していく
という方向性ではなく，逆にマス・メディアとネッ
ト，そして市民とが「互いに緊張関係を保ちつ
つも，公共的なコミュニケーション空間，公共
圏を生み出すために連動」17）することがどのよ
うな条件のもとで可能になるかという問題なの
ではないだろうか。韓国の「デジタル公共圏」
は，そうした見通しのなかに位置づけられ，
理解されていく必要があるように思われる。
放送局のネット利用と「デジタル公共圏」

さらに韓国の「デジタル公共圏」は，マス・
メディアとしての放送局がインターネットをどう
使っていくのか，またそれを通じて市民とどう
関係性を結んでいくのかということを考える際
にも有効な手がかりとなり得る。
図1はNHK放送文化研究所が2006 年に

実施した公共放送に関する人々の意識につい
ての7カ国国際比較調査の結果から，公共放
送に対して「自分の意見や要望を反映させたい
と思うか」という質問の結果と，「実際に反映
されていると思うか」という質問の結果を，日
本と韓国で比較したものである18）。これを見る
と，「意向を反映させたい」という人々の「意
欲」においても，「意向は反映されている」とい
う「評価」においても日本と韓国の間には大き
な開きがあることが分かる。

これは「パブリック・アクセス」や市民記者制
度，市民参加型討論番組などさまざまな回路
を通じて韓国の放送局が市民との間の関係性
を強化してきたことを反映した結果であると思
われる。しかし繰り返しになるが，こうした放
送局の実践はそれ自体，閉じたものではない。
むしろそうしたさまざまな試みのひとつひとつ
が，「デジタル公共圏」の構成要素であり，また
前提条件を成してもいる。

放送局によるインターネット向けサービスは
世界的に本格化しつつあるが，そこではVOD
のようなサービスに象徴されるように，依然と
して「1対N」という「マス・メディア型」のモデ
ルが支配的である。しかし，インターネットを
公共空間の設営にどう利用していくかという問
題意識に立つならば，放送局とインターネット
の関係性が好循環を生みながら「デジタル公共
圏」を形成している韓国の状況は，今後のネッ
ト向けサービスを考える際のモデルのひとつと
すべきであろう。
「デジタル公共圏」の多元性

韓国の「デジタル公共圏」の第二の特徴は，
その多元性である。「デジタル公共圏」に下支
えされる形で拡大，深化していった「ろうそく
集会」自体がそうであったように，「デジタル公

図1　公共放送に「意向を反映させたい」，
「意向は反映されている」
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共圏」は参加者の幅広い裾野を持つ。それは
例えばJ.ハーバーマスに代表される従来の議論
で想定されてきた「公共圏」と比べ，その輪郭
において，またそれへの参加資格においてより
多元的であるように思われる。

周知のように，メディアと公共圏の関係性に
ついての古典的著作とされる『公共性の構造転
換』においてハーバーマスは，市民が「議論す
る公衆」として理性的，合理的に討論する空間

（＝公共圏）を形成し，それをマス・メディアが
媒介していくというモデルをある種の「理念型」
として提示した 19）。しかしこのハーバーマスの
議論は19世紀の西欧近代の市民社会を前提と
し，政治的コミュニケーションを行う市民像も
当時の「財産と教養を持った市民層」をモデル
とするため，「公共圏」が女性や労働者をはじ
め，社会的マイノリティに対して排他的であり，
非西欧社会やポスト近代と呼ばれる現状では
妥当しないといった批判が各方面から寄せられ
てきた 20）。

ハーバーマス以降の公共圏をめぐる理論的
議論は，ある意味でいかにして公共圏をより多
元的なものとして把握しモデル化し得るかとい
う試行錯誤の繰り返しだったとも言える。若年
層から中高年層に至る幅広い層の市民が参加
し，メールやブログ，BBS（電子掲示板）や討
論コミュニティサイト，市民記者的な活動，そ
して実際の集会やデモといった極めて多様な
場所と多様な形態において成立している韓国
の「デジタル公共圏」は，新しい多元的な公共
圏をどう構想していくかという理論的な課題に
とっても有益な参照対象となるだろう。
今後の課題と展望

ただし，現段階では韓国の「デジタル公共圏」
の可能性や有効性についてはいくつかの留保を

付けておく必要もある。
第一に，韓国の「デジタル公共圏」を韓国

以外の国においても実現可能なモデルと考え
ることができるかという問題がある。日本を含
めた主要国では，ほぼどの国においてもイン
ターネットの普及率は過半数を超えているが，
だからといってインターネットを基本的なイン
フラとする市民的言論活動が韓国のように活
発な国は多くない。例えば日本では，インター
ネット市民新聞を定着させようとする試みは数
年前から行われているものの，日本版「オーマ
イニュース」の事実上の失敗に象徴されるよう
に，そうした活動は質，量ともに苦戦を強いら
れているのが現状である。「デジタル公共圏」
が，むしろ韓国独自の政治社会状況のなかで
こそ可能となった特殊な事例であるという可能
性は否定できない。

また，これに関連して韓国の「デジタル公共
圏」が将来にわたって持続的に存在し続ける
のかという問題もある。「デジタル公共圏」は，
1987年の民主化から日が浅く，民主化以降も
政治的経済的混乱が少なくないといった韓国の
社会事情に加え，90年代後半以降インターネッ
ト（ブロードバンド）が急激に普及・浸透したと
いう要因が重なることによってはじめて可能に
なった一時的で過渡的な現象に過ぎないという
見方も成り立ち得る。

さらに，先に触れた青瓦台のHPへの「サイ
バーテロ」とも呼べる事件や，一部の市民の
暴徒化に見られるように，「デジタル公共圏」
を源泉として生み出される市民達の政治社会
的言論活動のエネルギーは，時として過度に
先鋭化する傾向も見られる。そうした傾向は，
民主的な手続き（＝選挙）を経て選ばれたは
ずの大統領の支持率が，「ろうそく集会」の活
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発化に伴ってわずか3か月で20%以下にまで
急落するといった現象にも表れている。こうし
た現象を，「過去には想像もできなかったよう
な密度で形成された時空を超えた連帯（イ・
グン ソウル大教授）」21）の結果としてポジティ
ブに評価し得るのか，それとも新たな種類の
ポピュリズムの台頭と考えるのかなど，「デジタ
ル公共圏」については，なおさまざまな角度か
らの検討が必要である。

このように考えると，「政治の過剰」「議論好き
の国民性」などとして韓国の現状を冷笑したり，
揶
や ゆ

揄したりするような見方は論外としても，どのよ
うな条件と環境において「デジタル公共圏」が可
能となり再生産されているのか，また現状の「デ
ジタル公共圏」が示しているさまざまなポジティ
ブな可能性を理論的にも実践的にもどう普遍化
し得るのか，といった点について慎重かつ詳細
な調査と分析を続けていく必要があると言える。

（よねくら りつ / やまぐち まこと）

付記：�本稿執筆にあたり，韓国放送映像産業振興
院のキム・ヨンドク研究員から様々な助言を
うけたほか，パク・ジュヨン氏（通訳・翻訳）
にも資料収集・翻訳等で協力いただいた。
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